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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しておりません。 

２．売上高に消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第37期 

第３四半期連結
累計期間 

第38期 
第３四半期連結

累計期間 
第37期 

会計期間 

自平成23年 
12月１日 

至平成24年 
８月31日 

自平成24年 
12月１日 

至平成25年 
８月31日 

自平成23年 
12月１日 

至平成24年 
11月30日 

売上高（千円）  6,118,630  5,438,288  8,365,157

経常利益（千円）  386,063  266,965  462,549

四半期（当期）純利益（千円）  283,992  190,918  427,755

四半期包括利益又は包括利益（千円）  160,310  999,161  338,106

純資産額（千円）  3,911,636  5,055,703  4,089,431

総資産額（千円）  12,425,717  13,289,568  11,988,882

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円）  43.17  29.02  65.03

自己資本比率（％）  31.5  38.0  34.1

回次 
第37期 

第３四半期連結
会計期間 

第38期 
第３四半期連結

会計期間 

会計期間 

自平成24年 
６月１日 

至平成24年 
８月31日 

自平成25年 
６月１日 

至平成25年 
８月31日 

１株当たり四半期純利益金額（円）  11.69  1.95

２【事業の内容】
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   当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

   当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

  

（1）業績の状況  

 当第３四半期連結累計期間における当社グループは前年同期比で減収減益となりました。 

 当第３四半期連結累計期間の売上高は、54億38百万円（前年同期比11.1%減）となりました。 

 セグメントの内訳を示しますと、日本では19億80百万円（前年同期比7.2％減）となりました。米国では9億64百

万円（前年同期比8.8％減）となりました。一方、欧州・アジア他では24億92百万円（前年同期比14.8%減）となり

ました。 

 利益面では、営業利益が２億23百万円（前年同期比47.5％減）となりました。売上減に伴い、営業利益も減少と

なりました。 

 経常利益は２億66百万円（前年同期比30.8％減）となりました。支払利息の低減と円安効果による為替差益の計

上により、営業利益に比べ減益幅が改善しました。 

 また、四半期純利益は、1億90百万円（前年同期比32.8％減）となりました。  

  

（2）連結財政状態に関する定性的情報  

 当第３四半期連結会計期間末の総資産は132億89百万円となり、前連結会計年度末と比較して13億円増加いたし

ました。主な要因は現金及び預金の増加12億６百万円、受取手形及び売掛金の減少３億15百万円、商品及び製品の

増加５億26百万円等により流動資産合計が14億62百万円増加し、工具、器具及び備品の減少１億17百万円等により

固定資産合計が１億62百万円減少したことによるものです。 

 負債は82億33百万円となり前連結会計年度末と比較して３億34百万円増加いたしました。主な要因は支払手形お

よび買掛金の増加３億40百万円、短期借入金の減少４億48百万円、１年内返済予定の長期借入金の増加２億29百万

円、１年内償還予定の社債の減少１億60百万円、長期借入金の増加３億25百万円等によるものです。 

 純資産は50億55百万円となり前連結会計年度末と比較して９億66百万円増加いたしました。主な要因は利益剰余

金の増加１億58百万円、為替換算調整勘定の増加８億７百万円等によるものです。 

  

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題  

 当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題は特にありません。 

  

（4）研究開発活動  

 当第３四半期連結累計期間における研究開発活動の金額は、２億57百万円であります。 

 なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態及び経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）１．大阪証券取引所は、平成25年７月16日付で東京証券取引所と市場の統合を行ったため、当社の上場証券取引

所は東京証券取引所になっております。 

    ２．普通株式は、完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

    

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。  

  

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  15,000,000

計  15,000,000

種類 
第３四半期会計期間末
現在発行数（株） 
（平成25年８月31日） 

提出日現在発行数（株）

（平成25年10月３日） 

上場金融商品取引所名又は登録
認可金融商品取引業協会名 

内容 

普通株式  6,578,000  6,578,000
東京証券取引所（注１） 

ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード） 

（注２） 

単元株式数 100株

計  6,578,000  6,578,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 

(株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増減額 
（千円） 

資本準備金残高 
（千円） 

平成25年６月１日～

平成25年８月31日 
 － 6,578,000  －  942,415  － 219,136

（６）【大株主の状況】
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  当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容の確認ができず、記載する

ことができないため、直前の基準日（平成25年５月31日現在）に基づく株主名簿による記載をしております。 

①【発行済株式】 

   

②【自己株式等】 

該当事項はありません。 

該当事項はありません。  

  

（７）【議決権の状況】

  平成25年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

  無議決権株式   －   －   － 

  議決権制限株式（自己株式等）   －   －   － 

  議決権制限株式（その他）   －   －   － 

  完全議決権株式（自己株式等）   －   －   － 

  完全議決権株式（その他）  普通株式    6,577,100              65,771   － 

  単元未満株式  普通株式         900   －   － 

  発行済株式総数               6,578,000   －   － 

  総株主の議決権   －   65,771   － 

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成25年６月１日から平

成25年８月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年12月１日から平成25年８月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について三優監査法人による四半期レビューを受けております。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

 第37期連結会計年度   有限責任監査法人トーマツ 

 第38期第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間   三優監査法人  

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年11月30日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年８月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,909,622 3,116,220

受取手形及び売掛金 1,944,585 1,629,561

商品及び製品 2,166,528 2,693,440

仕掛品 5,964 45,779

原材料及び貯蔵品 1,655,543 1,542,033

繰延税金資産 82,183 84,857

その他 414,367 545,549

貸倒引当金 △64,807 △80,456

流動資産合計 8,113,988 9,576,985

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,893,184 1,840,298

機械装置及び運搬具（純額） 150,766 133,908

工具、器具及び備品（純額） 501,798 384,408

土地 553,740 554,178

リース資産（純額） 5,877 52,969

建設仮勘定 43,535 78,294

有形固定資産合計 3,148,903 3,044,059

無形固定資産   

その他 453,419 398,999

無形固定資産合計 453,419 398,999

投資その他の資産   

投資有価証券 2,957 3,661

繰延税金資産 124,920 115,074

その他 176,478 182,301

貸倒引当金 △31,785 △31,515

投資その他の資産合計 272,570 269,522

固定資産合計 3,874,893 3,712,582

資産合計 11,988,882 13,289,568
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年11月30日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年８月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 855,769 1,196,639

短期借入金 648,337 200,000

1年内返済予定の長期借入金 1,462,180 1,691,636

1年内償還予定の社債 160,000 －

未払法人税等 44,613 29,993

設備関係支払手形 14,827 9,297

賞与引当金 － 17,400

その他 371,909 400,890

流動負債合計 3,557,636 3,545,856

固定負債   

長期借入金 4,270,548 4,595,770

繰延税金負債 30,517 30,517

その他 40,749 61,721

固定負債合計 4,341,814 4,688,008

負債合計 7,899,450 8,233,865

純資産の部   

株主資本   

資本金 942,415 942,415

資本剰余金 219,136 219,136

利益剰余金 4,221,387 4,379,416

株主資本合計 5,382,939 5,540,967

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △572 131

為替換算調整勘定 △1,292,935 △485,395

その他の包括利益累計額合計 △1,293,507 △485,264

純資産合計 4,089,431 5,055,703

負債純資産合計 11,988,882 13,289,568
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年12月１日 
 至 平成24年８月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年12月１日 

 至 平成25年８月31日) 

売上高 6,118,630 5,438,288

売上原価 3,865,679 3,426,548

売上総利益 2,252,951 2,011,740

販売費及び一般管理費 1,826,587 1,787,875

営業利益 426,364 223,864

営業外収益   

受取利息 10,461 10,646

受取家賃 8,762 5,111

為替差益 60,132 106,853

貸倒引当金戻入額 1,406 －

その他 3,036 1,203

営業外収益合計 83,798 123,815

営業外費用   

支払利息 122,858 69,644

固定資産除売却損 1,164 791

その他 77 10,278

営業外費用合計 124,099 80,713

経常利益 386,063 266,965

税金等調整前四半期純利益 386,063 266,965

法人税、住民税及び事業税 103,490 35,996

法人税等調整額 △1,419 40,050

法人税等合計 102,071 76,047

少数株主損益調整前四半期純利益 283,992 190,918

四半期純利益 283,992 190,918
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年12月１日 

 至 平成24年８月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年12月１日 

 至 平成25年８月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 283,992 190,918

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △192 703

為替換算調整勘定 △123,488 807,539

その他の包括利益合計 △123,681 808,243

四半期包括利益 160,310 999,161

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 160,310 999,161
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 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連結

累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

  

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成23年12月１日 至 平成24年８月31日） 

１ 配当金支払額 

（注）平成24年２月23日開催の定時株主総会決議に基づき、資本剰余金623,920千円を取り崩し、利益剰余金に振り替

えをいたしました。 

２ 株主資本の著しい変動 

 当社は、平成24年2月23日付で、会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金を623,920千円減少し、その

他資本剰余金へ振り替えました。また、同日付で、会社法第452条の規定に基づき、その他資本剰余金を623,920千

円減少し、繰越利益剰余金へ振り替えをいたしました。 

  

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成24年12月１日 至 平成25年８月31日） 

１ 配当金支払額 

  

 ２ 株主資本の著しい変動 

   該当事項はありません。    

  

【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
  
  

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年12月１日 
至 平成24年８月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成24年12月１日 
至 平成25年８月31日） 

 減価償却費  千円437,273  千円347,766

（株主資本等関係）

（決  議） 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 
１株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 

平成24年２月23日 

取締役会 
普通株式 13,156千円 

利益剰余金 

（注）  
２円  平成23年11月30日  平成24年２月24日

（決  議） 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 
１株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 

平成25年２月21日 

取締役会 
普通株式 千円 32,890 利益剰余金 ５円  平成24年11月30日  平成25年２月22日
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Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自  平成23年12月１日 至  平成24年８月31日) 

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  
（単位：千円）

 （注）1.セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間の取引消去であります。 

 2.セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。  

２  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。    

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自  平成24年12月１日 至  平成25年８月31日) 

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  
（単位：千円）

 （注）1.セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間の取引消去であります。 

 2.セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。  

２  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。   

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  
報告セグメント  

調整額 
（注1）  

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注2)  

日本 米国 
欧州・アジア

他 
合計 

売上高   

(1）外部顧客への売上高 2,135,462 1,058,480 2,924,688  6,118,630  －  6,118,630

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
884,597 47,480  90,877  1,022,954 (1,022,954)  －

計 3,020,059 1,105,961 3,015,565  7,141,585 (1,022,954)  6,118,630

セグメント利益又は損失（△） 169,559 △41,171 309,466  437,855  (11,491)  426,364

  
報告セグメント  

調整額 
（注1）  

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注2)  

日本 米国 
欧州・アジア

他 
合計 

売上高   

(1）外部顧客への売上高 1,980,906 964,887 2,492,494  5,438,288  －  5,438,288

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
858,981 85,726  200,318  1,145,026 (1,145,026)  －

計 2,839,888 1,050,614 2,692,813  6,583,315 (1,145,026)  5,438,288

セグメント利益又は損失（△） 9,268 △61,064 282,675  230,879  (7,014)  223,864
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 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

  

  該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

  
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年12月１日 
至 平成24年８月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成24年12月１日 
至 平成25年８月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭 43 17 円02銭 29

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（千円）  283,992  190,918

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円）  283,992  190,918

普通株式の期中平均株式数（株）  6,578,000  6,578,000

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社オプト
エレクトロニクスの平成24年12月１日から平成25年11月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成25年６
月１日から平成25年８月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年12月１日から平成25年８月31日まで）に係る
四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記に
ついて四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
  
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。 
 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 
 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
  
監査人の結論 
 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社オプトエレクトロニクス及び連結子会社の平成25年８月31日
現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項
がすべての重要な点において認められなかった。 
  
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以 上 

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成25年10月３日

株式会社オプトエレクトロニクス 

  取   締   役   会 御中 

  三    優    監    査    法    人   

  
 代 表 社 員 
     
業務執行社員 

  公認会計士 海  藤  丈  二  印 

  

 
 
業務執行社員 公認会計士 橋  爪     剛 印

  
 （注） １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。 
２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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